
 

  居宅介護支援 重要事項説明書 

                                令和8年6月1日 

１. 事業の目的と運営方針 

要介護状態にある方に対し、適正な居宅介護支援を提供することにより要介護状態の維持・改善

を目的とし、目標を設定して計画的にサービスを提供します。 

また、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービスと連携を図り、総合的なサービスの提供に

努めます。 

 

２. 事業者の内容 

（１）居宅介護支援事業所の指定番号及び提供地域 

事業所名 安代会居宅介護支援事業所 

所在地 岩手県八幡平市丑山口２７番地５ 

介護保険指定番号 居宅介護支援  岩手県０３７３２０００２１ 

サービス提供地域 八幡平市内（旧安代町区域） 

 

（２）事業所の職員体制 （特定事業所加算Ⅲ） 

職種 職務内容 常勤 非常勤 合計 

管理者 

(主任介護支援専門員) 

事業所の管理・運営全般 

居宅介護支援に関する業務 
１名 ― １名 

介護支援専門員 居宅介護支援に関する業務 ２名 ─ ２名 

 

（３）窓口開設時間 

営業日及び時間 月曜日から金曜日  ８時３０分～１７時３０分 

休日 土、日、祝祭日と１２月２９日から１月３日まで。 

   ※２４時間 対応可能（電話０１９５－７３－２８６０） 

 

３．サービスの内容 

① 居宅サービス計画の作成 

② 指定居宅サービス事業所、医療機関等との連絡・調整 

③ サービス実施状況の評価 

④ 利用状態の把握 

⑤ 給付管理 

⑥ 要介護認定申請に対する協力・援助 

⑦ 相談業務 

 

４．サービスの提供方法 

(１) 居宅介護支援業務の実施について 

① 事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を担当させるも

のとします。 



 

② 指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族

に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行います。 

(２)居宅サービス計画の作成について 

① 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案作成に際しては、次の点に配慮します。 

ア 利用者の居宅への訪問、利用者及びその家族に面接により利用者の置かれている環境、

立場の十分な理解と課題の把握に努めます。 

イ 利用する居宅サービス等の選択にあたっては、当該地域における指定居宅サービス事業

者等に関する情報を利用者又はその家族に提供します。 

ウ 介護支援専門員は、利用者に対して居宅サービスの内容が特定の種類、事業者に不当に

偏るような誘導または指示を行いません。 

エ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案が、利用者の実情に見合ったサービスの提

供となるよう、サービス等の担当者から、専門的な見地からの情報を求めます。 

オ 介護支援専門員は、必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス(イン

フォーマルサービス含む)が包括的に提供されるような居宅サービス計画の原案を作成

します。 

カ 居宅サービス計画の原案作成にあたって利用者から介護支援専門員に対して複数の指定

居宅サービス事業者等の紹介を求めることができます。 

キ 居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス事業所等の選定理由の説明を求

めることができます。 

ク 前 6 月間に居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪

問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護(以下、訪問介護等)がそれぞ

れ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合及び前 6 月間に居宅介護支援事業

所で作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一

の指定居宅サービス事業所又は指定地域密着型サービス事業所によって提供されたもの

が占める割合を説明します。 

なお、居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の訪問介護等の利用状

況は別紙の通りです。 

② 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を

希望する場合には、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めます。 

③ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売を位置づ

ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に福祉用具貸与及び特定福祉用

具販売が必要な理由を記載します。また、選択制の対象福祉用具にあっては、福祉用具貸与

または特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できること等、必要な情報を提供します。 

④ 介護支援専門員は、サービス担当者会議(居宅サービス計画の作成のために、利用者及びそ

の家族の参加を基本としつつ、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス事業

者等の担当者を招集して行う会議)の開催をします。 

⑤ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案について、介護保険給付の有無、利用料等の利

用者のサービス選択に資する内容を利用者又はその家族に対して説明します。 

ア 介護支援専門員は、利用者の居宅サービス計画の原案への同意を確認した後、原案に基

づく居宅サービス計画を作成し、改めて利用者の同意を確認します。 



 

イ 利用者は、介護支援専門員が作成した居宅サービス計画の原案に同意しない場合には、

事業者に対して居宅サービス計画の原案の再作成を依頼することができます。 

(３)サービス実施状況の把握、評価について 

① 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後において、居宅サービス計画の実施状況の把

握（以下「モニタリング」という。）を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変更、指定

居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行います。 

② 上記の把握に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続

的に行うこととし、少なくとも一月に一回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接する若し

くは、少なくとも二月に一回、利用者の居宅を訪問し面接するときは、利用者の居宅を訪問

しない月においてはテレビ電話装置等を活用して面接をします。また、一月に一回、モニタ

リングの結果を記録します。 

③ 介護支援専門員は、居宅サービス計画が効果的なものとして提供されるよう、利用者の状態

を定期的に評価します。 

④ 介護支援専門員は、その居宅において日常生活を営むことが困難になったと判断した場合、

または利用者が介護保険施設への入院または入所を希望する場合には、事業者は利用者に介

護保険施設に関する情報を提供します。 

(４)居宅サービス計画の変更について 

事業者が居宅サービス計画の変更の必要性を認めた場合、または事業者が居宅サービス計画の変

更が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅サービス計画の変更を、こ

の居宅介護支援業務の実施方法等の手順に従って実施するものとします。 

(５)給付管理について 

事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、国民健康保険

団体連合会に提出します。 

(６)要介護認定等の協力について 

① 事業者は、利用者の要介護認定または要支援認定の更新申請および状態の変化に伴う区分変

更の申請が円滑に行われるよう必要な協力を行います。 

② 事業者は、利用者が希望する場合は、要介護または要支援認定の申請を利用者に代わって行

います。 

(７)居宅サービス計画等の情報提供について 

利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合には、利用者の居宅サービス計画作成が

円滑に引き継げるよう、利用者の申し出により、居宅サービス計画等の情報の提供に誠意をもっ

て応じます。 

(８)指定居宅サービス事業所、医療機関等との連絡・調整について 

 利用者が在宅生活を円滑に送ることができるよう、指定居宅サービス事業所、医療機関等との連

絡・調整を行います。特に利用者が病院又は診療所に入院する場合には、利用者の居宅における

日常生活上の能力や利用していた指定居宅サービス等の情報を入院先医療機関と共有すること

で、医療機関における利用者の退院支援に資するとともに、退院後の円滑な在宅生活への移行を

支援します。  

 

５. 利用料金 



 

（１）基本料金 

   要介護認定を受けた方は、介護保険から全額給付されるため、自己負担はありません。 

 ※ 利用者の保険料滞納のため、法的代理受領ができなくなった場合、要介護度に応じて下記の

金額（１ヶ月あたり）をいただき、「サービス提供証明書」を発行いたします。後日、保険者の

窓口に提出しますと、全額払い戻しを受けられます。 

（２）居宅介護支援費 

要介護１、２ 1ヶ月につき １０，８６０円 

要介護３、４、５ 1ヶ月につき １４，１１０円 

 ※特別地域居宅介護支援費として上記金額の 15％が加算されます。 

 

(３)加算料金等 

初回加算  ３，０００円 

入院時情報連携加算Ⅰ  ２，５００円 

入院時情報連携加算Ⅱ  ２，０００円 

退院・退所加算 連携1回 カンファレンス参加 無 ４，５００円 

  〃 有 ６，０００円 

 連携2回 〃 無 ６，０００円 

  〃 有 ７，５００円 

 連携3回 〃 有 ９，０００円 

緊急時等居宅カンファレンス加算  ２，０００円 

通院時情報連携加算  ５００円 

特定事業所加算Ⅲ  ３，２３０円 

介護職員等処遇改善加算 (２)居宅介護支援費(特別地域居宅介護支援費含

む)と(３)で算定した加算料金の合計額に2.1%を乗

じた額 

※必要とされる給付については、加算が適応されます。 

 

（４）その他の費用 

① 通常の事業の実施地域を越えた地点から、片道おおむね３０km未満１回につき１，１００円 

② 通常の事業の実施地域を越えた地点から、片道おおむね３０km以上１回につき２，２００円 

 

６．緊急時の対応 

サービス提供時に利用者の病状が急変した場合、又はその他必要な場合は、速やかに主治医や協

力医療機関への連絡等必要な措置を講じます。 

 

７．事故発生時の対応 

サービス提供により事故が発生した場合には、家族、市町村、関係医療機関等への連絡を行うな

ど必要な措置を講じ、事故の状況や事故に際してとった処置について記録し、賠償すべき事故の場

合には、損害賠償を速やかに行います。 

 



 

８．守秘義務に関する対策 

事業者及び職員は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保守します。 

また、退職後においてもこれらの秘密を保守するべき旨を、職員との雇用契約の内容としていま

す。 

 

９．利用者の尊厳 

利用者の人権・プライバシー保護のため業務マニュアルを作成し、職員教育を行います。 

 

１０．苦情相談窓口 

※サービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応します。 

窓口担当者： 奈良美佳子 （安代会居宅介護支援事業所管理者） 

ご利用時間： 月～金曜日 ８時３０分～１７時３０分 

ご利用方法  電話番号：０１９５－７３－２８６０ 

※公的機関においても、次の機関において苦情申し出ができます。 

 

八幡平市役所 地域包括支援センター 

   岩手県八幡平市野駄第２１地割１７０番地 

電話番号：０１９５－７４－２１１１ ＦＡＸ番号：０１９５－７４－２１０２ 

受付時間：８時３０分～１７時１５分（土日、祝日を除く） 

 

岩手県国民健康保険団体連合会介護保険課 

所在地：岩手県盛岡市大沢川原三丁目７番３０号 

電話番号：０１９－６０４－６７００ ＦＡＸ番号：０１９－６０４－６７０１ 

受付時間：９時００分～１７時００分（土日、祝日を除く） 

 

※ 苦情処理第三者委員  

氏名 畠山卓子 ---------------------------------------------------- 

氏名 三浦尚子 ---------------------------------------------------- 

公平中立な立場で、苦情を受け付け相談にのっていただける委員です。 

 

１１. 虐待の防止 

 事業所は、利用者に対する虐待を早期に発見して迅速かつ適切な対応を図るため、次の措置を講

じています。 

① 虐待防止のための指針を整備しています。 

② 虐待の防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止責任者： 奈良美佳子 （安代会居宅介護支援事業所管理者） 

③ 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について職員に周知徹

底を図っています。 

④ 虐待防止のための研修会を定期的に実施しています。 

⑤ 虐待等の相談及び苦情解決体制を整備しています。 



 

⑥ 成年後見制度の利用を支援します。 

⑦ サービス提供中に、事業所職員又は養護者(現に養護している家族・親族・同居人等)による

虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 

 

１２. 身体拘束等の禁止 

 事業所は、利用者の生命や身体を保護するため、緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他

利用者の行動を制限する行為を行いません。やむを得ず身体拘束を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

① 身体拘束等適正化委員会を開催し、その結果について従業員に周知徹底を図ります。 

② 身体拘束等の適正化を図るための指針を整備します。 

③ 職員に対し、身体拘束等の適正化のための研修会を開催します。 

 

１３．損害賠償について 

当事業所において、事業者の責任により利用者様に生じた損害については、事業者は、速やかに

その損害を賠償します。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

ただし、損害の発生について、利用者様に故意又は過失が認められた場合には、利用者様の置か

れた心身の状況等を斟酌して減額するのが相当と認められた場合には、事業者の損害賠償責任を減

じさせていただきます。 

 

１４. 業務継続計画 

  当事業所は、感染症や非常災害の発生時において、サービスの提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措

置を講じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

指定居宅介護支援の開始に当たり、利用者に対して契約書及び本書面に基づいて重要な事項を説

明し交付しました。 

＜事業者＞  

所在地 岩手県八幡平市丑山口２７番地５ 

法人名 社会福祉法人安代会 

事業所名   安代会居宅介護支援事業所 

（指定番号 岩手－第０３７３２０００２１号） 

管理者名 奈 良 美 佳 子        印 

 

説明者名               印 

 

 

令和  年  月  日 

 

私は、契約書及び本書面により、事業者から指定居宅介護支援について重要事項説明を受け同意

しました。 

＜利用者＞  

住所                          

 

 

氏名                        印  

  

＜代理人＞  

住所                           

 

           

氏名               （続柄     ）印              

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

別紙 

① 前6月間に作成した居宅サービス計画における、訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密着

通所介護の各サービスの利用割合 

直近後期(令和7年9月1日～令和8年2月末日まで)の状況 

                      ※小数点以下切り捨て 

② 前6月間に作成した居宅サービス計画における、訪問介護、通所介護、福祉用具貸与、地域密着

通所介護の各サービスごとの、同一事業所によって提供されたものの割合 

直近後期 (令和7年9月1日～令和8年2月末日まで)の状況 

サービス 事業所名/割合 事業所名/割合 事業所名/割合 

訪問介護 ライラック安比高原 

100％ 

  

通所介護    

福祉用具貸与 サンメディカル 

38％ 

カシオペア 

27％ 

かんきょう 

23％ 

地域密着型通所介護 りんどう苑デイサービ

スセンター 

54％ 

ふれあいセンター安代

デイサービスセンター 

45％ 

 

                      ※小数点以下切り捨て 

 

 

 

 

サービス 割合 

訪問介護 1％ 

通所介護 0％ 

福祉用具貸与 75％ 

地域密着型通所介護 46％ 


